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1 は じ め に

会津地域 (南会津郡を除く)は本県の西部に位置し,い

わゆる会津盆地といわれる地域であり,21市町村からなっ

ており,総面積は県土の約218%を 占め,そ の741%が森

林,耕地は122%と 県平均の14%よ り少ない。気象条件は

典型的な内陸性気候で四季の変化に富んでいるが,冬の寒

さは厳しく全域が豪雪地帯となっている。

第 1報の阿武隈山系地域での調査につづき,今回第 2報

として会津地域19市町村について肉用牛繁殖経営農家の耕

地規模 ,作付状況 .飼養動向等についてアンケート調査を

実施 し,今後の会津地域における肉用牛繁殖経営の定着化

要因をさぐる参考としてその実態と動向をは握した。

2 調査方法と対象

(1)調査方法,ア ンケート調査

2)調査実施時期 平成元年 1月

(31 調査対象

1)調査対象地域,会津地域 (南会津郡を除く)

2)調査対象農家,会津地域繁殖肉用牛n・I養農家全戸

数,調査農家689戸 ,回収戸数432戸 (回収率626%)

に)と りまとめ方法

会津地域19市町村を耕地率により4グループに区分 (A

グループ10%以下,Bグ ループ10～20%,Cグループ21～

40%,Dグループ41%以上)し ,規模階層別によりとりま

とめた (表 1)。

町村のうち10%以 下の市町村が 8市町村42%と なっている。

6)農業粗生産額

19市町村における昭和62年の農業粗生 産額 は , 592億

3,700万 円で米の生産額書1合 は69%と 県平均での割合425

%を大幅に上回っており,当地域が米どころであることを

知ることができる。一方,肉用牛粗生産額での割合は25

%と県平均の48%を下回った。

に)繁殖肉用牛飼養状況の推移

会津若松家畜保健衛生所調べ (各年12月 31日 現在)で昭

和55年以降における会津地域での推移をみると戸数では昭

和55年 1,081戸 で以降減少をつづけ昭和61年703戸て下げ

表 1 耕地率区分による回収戸数及び 1戸当り平均飼養頭数

注 耕地率 (%)

頭数 ‐成牛

_」豊里型愛重奎里1二型≧

(未経産牛も含む)

3 会津地域の概況

0)本県における会津地域の位置

会津地域は本県の西部に位置している (図 1)。

② 就業者数及び土地条件

総就業者数に対し農業就業者率が一番低いのは会津若松

市で771%,一番高いのはJヒ会津村の49%と なっている。

19市町村のうち農業就業者率が30%を上回っている市町

村は11市町村で半数以上となっている。また,総土地面積

に対する農用地面積 (田 +畑)の割合を示す耕地率では高

い市町村で71%,低いところで15%と なっており,19市

区 分

耕地率

グループ 市町村数

調 査 結 果

戸  数
(戸 )

頭  数
(頭 )

1戸当り頭数
(頭 )

10%以 下 A 7 257 18

10-20% B 5

21～ 40% C 2

41～ D 5 311

計 (平均) 19 1,118 26
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)サイレージ給与は全体の40%をまま上回っており,

頭数規模が大きくなるに従ってその割合は高くなっている。

サイレージ材料はトウモロコンが大部分を占めている。

6)公共育成牧場の利用農家は全体の139%と なってお

り,利用理由の主体は受胎率が高まる,牛が良くなるなど

となっている。米利用農家ではその半数近 くが頭数が少な

く粗n・l料 が充分であることを理由の第 1に あげている。

16)1戸 当りの平均分娩間隔は12～ 14カ 月で約半数 ,12

カ月以内192%,15カ 月以上204%と なっており,15カ 月

以 卜では頭数規模が大きくなるに従ってその戸数割合は減

少傾向を示している。なお,分娩間隔が長くなっている理

由のなかには受胎 したと思っていたが,受胎 していなかっ

たのが289%と 高い傾1旬を示している。

0 繁殖肉用牛の飼養目的では農業収入の副であるが全

体の38%を 占め,次いで堆きゆう肥生産の324%と なって

いる。

18)子牛 1頭当りの生産費は現金支出のみで10万 円以下

の農家が全体の85%を 占めている。

図 1 福島県における会津地域の位置

止止まり、その後やや増加に転 じている。頭数では昭和56

年2,370頭 をピークに減少傾向を示し戸数同様昭和61年 ま

で減少し1,650頭 となったが以降やや増加傾向にある。

4調 査 結 果

(1)繁殖経営は零細であり, 1～ 2頭規模での飼養戸数

割合は全体で676%と なっており,耕地率の低い地域でそ

の割合は高くなっている。また,5頭規模階層以上で耕地

率の高い地域で規模拡大傾向が進んでいる (表 2)。

2)一戸当りの平均水回面積は頭数規模が大きくなるに

従ってその書1合 は高くなる傾向を示している。

13)年間を通 し粗飼料 (牧草,飼料作物)の充足戸数割

合は44%で頭数規模階層が大きくなるに従ってその害1合 は

少なくなっている。不足分補充の主体は稲わら (329%)

で次いで野草利用 (292%)と なっている。

(9)今後の飼養希望については現状維持が半数を上回り

増加希望は4分の 1程度である。

悽0 繁殖肥育の一貫経営を考えている農家は全体の約 5

分の1に とどまっている。

しJ牛肉輸入の自由化に対して子牛価格が安くなるので

はないかとの不安感をもっているものが全体の半数を占め

ている。なお,自 由化への対応として重要点の第 1は 1年

1産を目標にあげているのが全体の275%と なっている。

u2今後の指導並びに試験研究への要望として第 1に あ

げているのは受胎率向上対策で全体の 3分の 1である。

5  お  わ  り  に

耕地率及び頭数規模階層Яlに分析したが,耕地率が高く,

しかも水田面積の多い平垣地での多頭化がみられる。

耕地率の低い山間地では未利用資源等豊富にもかかわら

ず多頭化は進展していない。今回の調査結果を参考にしな

がら今後の会津地域における定着化要因をさぐってゆきた

ヽヽ。

表2 グループ別による頭数規模別飼養戸数とその割合

泡 1頭 2頭 3～ 4頭 5頭以上 計

A
戸 数 (戸 ) 6

壼
中 合 (%) 25 2 42 100 0

B
戸 数 (戸 ) 51 15

割 合 (%) 42 2 22 3 124 100 0

C
戸 数 (戸 ) 21 19

割 合 (%) 27 6 211 100 0

D
戸 数 (戸 ) 17 21

奎

ロ 合 (%) 30 4 28 3 1000

戸 教 (戸 )

割 合 42 4 25 2 13 4 1000
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